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第１章 基本計画の目的 

 

１ 計画の策定にあたって 

 

 この基本計画は、新庁舎建設に当たっての基本的な事項をまとめたものであり、

今後引き続き進められる基本設計、実施設計を行う際の指針となります。  

 

２ 計画の位置づけ 

 

 本計画は、新庁舎建設を進める際の指針となる計画であるとともに、高畠町公

共施設等総合管理計画における町庁舎の施設整備計画という位置付けにもなって

います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高畠町第６次総合計画（令和元年度～令和 10 年度）  

これからの高畠町をどのような町にしていくのか、その実現に向けて何を行

っていくのかという、将来構想の大きな方向性を総合的に示した「まちづくり」

の最上位計画です。  

現在の総合計画は、計画期間を令和元年度から１０年度までの１０年間とし

た第６次の計画です。  

 

 

 

 

 

 

 高畠町公共施設等総合管理計画（平成 28 年度～令和 20 年度）  

 町が管理する公共施設等の維持管理・更新を着実に推進するための中長期的

な取り組みの方向性を示した計画です。  

 また、公共施設等総合管理計画に基づいて建築物系施設における個別施設ご

との具体的な対応方針を定めた「高畠町個別施設計画」があります。  

高 畠 町 新 庁 舎 建 設 基 本 計 画  
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第２章 本庁舎の現状と課題 

 

１ 本庁舎等の概要 

  

現状の庁舎施設は、敷地内に本庁舎と中央公民館、公用車の車庫、倉庫などが

配置され、本庁舎南側職員駐車場に隣接した敷地外には、健康管理施設「げんき 

館」が配置されています。  

主要な建物の配置、建設時期、構造規模及び主な課などの概要は、以下のとお

りです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     
 

本庁舎          中央公民館         げんき館  

 

【各建物の概要】  

建物名称  本庁舎  中央公民館  げんき館  

建設時期  昭和４３年５月  昭和４７年３月  平成９年３月  

構造規模  ＲＣ造 地上３階 (一部５階 )地下１階  ＲＣ造 地上２階  ＲＣ造 地上１階  

延床面積  4,209.63 ㎡  1,826.80 ㎡  1,552.98 ㎡  

主な課等  

総務課、企画財政課、税務課、  

町民課、生活環境課、福祉こども課、

農林振興課、商工観光課、建設課、

上下水道課、会計課、農業委員会事

務局、議会事務局、監査委員事務局、 

選挙管理委員会事務局  

教育総務課、社会教育課  

 

 

 

 

 

健康長寿課  

 

 

 

 

 

【庁舎施設の配置状況】  
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２ 庁舎及び公共施設の耐震に関する経過 

  

 

（１）高畠町建築物耐震改修促進計画の改定 

平成７年の阪神・淡路大震災により倒壊した建築物には、昭和５６年６月

１日に施行された「新耐震基準」に適合していない建築物が多くありました。  

住家・非住家被害 680,000 棟余りのうち、行政庁舎を含む公共建物の被害

は 1,500 棟余りとされています。     

甚大な被害をもたらした阪神・淡路大震災の教訓から、建築物の耐震改修

の促進に関する法律が平成７年１０月２７日に施行されました。  

近年では、新潟県中越地震（平成１６年）、福岡県西方沖地震（平成１７年）、

能登半島地震（平成１９年）、新潟県中越沖地震（平成１９年）、岩手・宮城

内陸地震（平成２０年）、と地震が頻繁に発生している中、平成２３年３月に

発生した東北地方太平洋沖地震は、巨大な地震・津波により、一度の災害で

戦後最大の人命を奪うなど甚大な被害をもたらしました。  

こうした状況の中、国は平成１８年１月と平成２５年１１月に耐震改修促

進法を改正し、一般家屋の耐震化はもちろん、公共施設等の耐震化の向上な

ど、一層の耐震化に向けた取組を加速化することとしました。  

高畠町においても、平成２２年３月に高畠町建築物耐震改修促進計画を策

定すると共に、平成２８年３月に第一次改定を行い、特に公共施設の耐震化

の向上に取り組んできました。  

 

 （２）高畠町公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の策定 

公共施設の老朽化が課題となっている中で、人口減少等により公共施設等

の利用需要が変化していくことを踏まえ、早急に公共施設等の全体の状況を

把握し、長期的な視点をもって更新・統廃合・長寿命化等を計画的に行い、

財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現する

ため、平成２８年３月に「高畠町公共施設等総合管理計画」を策定しました。  

また、総合管理計画に基づき維持管理と更新等を着実に推進するため、個

別施設ごとの具体的な対応方針を示した「高畠町個別施設計画」を平成３０

年３月に策定しました。  

特に耐震性評価については、施設の方向性である維持・改善・改廃等を判

断するうえで重要な判断基準の一つになっており、庁舎は昭和４３年に建設

され築５１年が経過し、老朽化が著しく旧耐震設計であることから、明確に

建替え再整備の判断としています。  

   なお、中央公民館についても、老朽化が進んでいると共に、旧耐震設計で耐

震化工事も未実施となっています。  

 

 

 



第 2 章 本庁舎の現状と課題                               

                                            

4 

 

 （３）庁舎建替え事業に対する国の支援措置 

平成２８年に発生した熊本地震により、行政の中枢拠点であり災害対策の

本部となるべき庁舎に甚大な被害が発生し、その持つべき機能が発揮できな

かったことを受け、改めて庁舎の耐震化の必要性が再認識されました。  

国はその対策として、平成２９年度地方財政対策の中に「市町村役場機能

緊急保全事業」を新たに盛り込みました。  

耐震化が未実施の本庁舎の建替えが対象となり、起債の充当率は起債対象

経費の９０％以内、交付税措置対象は起債対象経費の７５％を上限として、

その３０％が基準財政需要額に算入される仕組みです。  

市町村役場機能緊急保全事業は、平成２９年度から令和２年度までの４年

間限定の地方債制度となっておりましたが、平成３１年４月に経過措置とし

て、令和２年度までに実施設計に着手した事業については、令和３年度以降

も現行と同様の地方財政措置を講ずることが示されました。  

現庁舎の解体工事は、除却債（充当率９０％、交付税措置なし）の対象と

なります。  
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３ 現庁舎の課題 

  

（１）耐震強度の不足 

本庁舎は昭和５６年の新耐震基準前に設計された建物であり、現状のまま

では大規模地震の際に倒壊又は崩壊する危険性が高いことから、万一、大規

模地震が発生した場合には、災害対策本部を高畠消防署に設置しなければな

らない状況にあるなど、防災拠点としての役割を果たすことができません。  

さらに、町民をはじめとする来庁者と職員の安全性の確保の観点から、命

を守るための避難を最優先にする必要があり、通常の機能を維持することも

困難になるおそれがあります。  

 

 （２）施設の老朽化 

庁舎外側に地盤沈下した箇所が発生しています。 

また、建物の内壁や天井にクラックが発生し、  

床は一部傾斜しており、Ｐタイルも広範囲で剥が  

れが発生しています。  

さらに、電気、空調、衛生及び給排水などの基  

本的な設備についても老朽化が進み、省エネルギ  

ー性能が低く、光熱水費や維持管理経費の増加の  

原因となっています。  

 

 （３）町民サービスの機能が不十分 

役場庁舎については、狭隘ななかに１階、２階、  

３階ともに窓口を有しており、役場庁舎とげんき館、 

中央公民館（教育委員会）が分散化されているため、 

業務の非効率性とともに、全ての利用者にとって、  

手続きや相談等の行政サービスを利用しにくい状況  

になっています。  

さらに、相談室も十分に確保できていない状況か  

ら、プライバシー保護が懸念されています。  

また、庁舎内における各課の配置やトイレなどの  

場所がわかりにくく、来庁者に不便をかけている状  

況です。  

 

 （４）バリアフリー等への対応が不十分 

高齢者や障がい者、妊産婦など様々な町民の皆様が安心して庁舎を利用で

きるように、バリアフリー化の実現に向けた取組を行ってきましたが、エレ

ベーター設置等の更なるバリアフリー化については、建物の構造やスペース

等の問題から、実現には至っていません。  

また、ユニバーサルデザインへの対応もなされていません。  

【地盤沈下による亀裂】 

【外壁のひび割れ】 

【老朽化した暖房用ボイラー】 
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（５）業務スペースの確保と利活用が不十分 

現在の役場庁舎は、建設当時に比べ業務内容の変化や増加などにより、業

務スペースの確保と利活用に不都合が生じています。  

また、執務スペースだけでなく、会議室や書庫・保管庫等も十分に確保で

きておらず、会議室にいたっては中央公民館や交流プラザ、生涯学習館など

に求めていることも少なくありません。  

 

 （６）情報システムの整備と管理が不十分 

パソコンやプリンターなどＩＴ機器の増加に伴い、その配線が執務室に張

り巡らされており、床に段差が生じるなど安全性や効率性に問題があります。 

また、情報管理に対する脆弱性とセキュリティ管理に対しても対応が必要

です。  

さらに、各種防災情報を収集する防災情報システム関係が分散設置されて

おり、一体的な情報管理ができない状況であるとともに、災害発生時におけ

る停電時の電源確保も、一部にとどまっているのが現状です。  

セキュリティ確保を含めた早急な対応が必要です。  
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第３章 庁舎建替えの基本的な考え方  

 

本庁舎の主要な課題等の解決に向けた対応策について検討した結果、新庁

舎を建設することを選択することとし、合わせて新庁舎建設に向けた基本的

な考え方を取りまとめました。  

 

１ 考慮すべき視点 

耐震化への対応策や新庁舎建設の基本的な考え方を整理するにあたって

は、次の視点を念頭において検討しました。  

 

（１）庁舎の重要性 

平成２８年に発生した熊本地震や、近年頻発している豪雨災害により、施

設の損壊や浸水などで庁舎が閉鎖される事態が発生し、被害情報の収集や罹

災証明書発行などの災害対応のほか、通常業務も停滞するなどの事例が見ら

れました。  

また、世界的な感染症の流行により、新しい生活様式が提唱される中、行政   

庁舎においても感染防止に配慮していくことが求められています。 

これらのことから、有事においても業務継続が可能であり、行政の中枢拠点

となる庁舎の重要性が高まっています。 

 

 （２）人口の減少 

昭和６０年の国勢調査人口 27,576 人をピークに緩やかに減少を続け、平

成２７年には 23,882 人となり、この３０年間で 3,694 人減少しています。  

平成３１年３月に策定した第６次高畠町総合計画における将来人口の見

通しでは、令和１７年の人口を 18,214 人、令和２２年の人口を 16,682 人と

見込んでいます。  

人口の減少に合わせ、職員数も減少していくことが予想されます。  

 

 （３）当面の建設需要 

東京オリンピックの影響により、建設市場は 2019 年をピークに縮小し、

量から質へと需要転換が本格化していくことが予想されます。  

長期的な視野で期待できる分野は、「維持・更新」「防災・減災」「エネルギ

ー・環境」などが挙げられ、縮小が予想される分野は、「既存分野の新設・新

築」が挙げられます。要因は人口減に伴う需要縮小や公共部門の財政的制約

等が考えられます。  

県内においては、「市町村役場機能緊急保全事業」を活用した庁舎の建替え

が複数の自治体で行われていますが、当面は労務・建設資材等の単価は横ば

いで推移するものと予想されます。  
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 （４）大規模事業の見通し 

当町においては、高畠中学校・図書館・屋内遊戯場等の大規模事業が完了

し、今後は、公共施設等総合管理計画や個別施設計画に基づき、小学校の大

規模改修工事等の事業が予定されています。  

 

 （５）財政の健全化 

当町は、財政の健全化を図るため、財政計画、公共施設等総合管理計画並

びに個別施設計画等に基づき、更新費用の平準化を図りながら計画的に実施

しております。  

近年、公共施設等の除却を含む大規模建設事業が続いており、財政に対す

る負担が増加傾向にありますので、公共施設等のよりよい適正管理に向けて、

財政健全化の取り組みを推進していくことが必要です。  

 

 

２ 庁舎耐震化への対応策 

庁舎耐震化の対応策は、次のとおりです。 

 

  

 

現庁舎は、旧耐震設計基準に基づき昭和４３年に建設され、築５１年が経

過し、外部及び内部に損傷が多数発生するとともに、経年劣化も著しく現庁

舎の耐震補強は技術的な面及び費用面を考慮すると、非常に困難であると考

えます。  

また、事務室の狭隘な執務スペースなど、耐震化だけでは補うことのでき

ない課題も多数発生しています。  

新庁舎には、大規模な災害が起きた際の防災拠点施設となる役割も持ち合

わせることになります。現庁舎への応急処置的な耐震補強では、町民の安全、

安心な防災拠点施設となるには不十分であり、建替えによる耐震化が不可欠

であると考えます。  

 

３ 庁舎建替えの基本的な考え方 

庁舎建替えの基本的な考え方は、次のとおりです。  

 

 

 

 

庁舎は、町民の利便性や事務の効率性、災害への対応などを考慮すれば、

基本的には１か所にまとまっていることが望ましく、中央公民館に配置し

ている教育総務課及び社会教育課と中央公民館機能を含め、新庁舎に一体

化を図ります。  

庁舎の耐震化は建替えにより実施します。 

庁舎と中央公民館は一体化し、げんき館は現在の病院との連携

機能を維持するために、現行どおりとします。 
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げんき館は、各種の検診事業や病院との連携が必要であるとともに、平

成９年建設で使用可能な年数も十分にあることから、現行どおりとします。 

 

 

 

国は市町村役場の耐震化を加速させるため、平成２９年度地方財政対策

の中に「市町村役場機能緊急保全事業」を新設しました。  

この財政措置は、平成２９年度から令和２年度までの４年間限定の地方

債制度となっておりましたが、更に、令和２年度までに実施設計に着手した

事業については、期限が延長されることになりました。  

現庁舎については、令和２年度に予備調査を行い、令和４年度までに基

本構想を策定することに予定しておりました。  

しかし、国の財政措置が延長されたことに伴い、この制度を活用するこ

とが可能となったため、将来の財政負担を抑制するとともに、いち早い安全

で安心な庁舎を目指し、建替えの実施を判断しました。  

 

 

 

現庁舎の敷地内及び隣接地には、消防署・病院・げんき館・文化ホール・

図書館等が立地し、連携した行政サービスはもちろん災害時の対応も総合

的な対策が構築できる拠点になっており、新庁舎についても同一敷地内に

建設することが望ましいと判断しました。  

なお、不足する用地は隣接する土地を買収する考えです。  

 

 

 

 

町が抱える公共施設等は、建築後３０年以上を経過し耐用年数を超えた

施設が増え、大規模改修や修繕、建替えが必要になってきています。  

しかし、財政状況は厳しく、限られた予算の中で町民の安全・安心の確保

を図るとともに、中長期的な維持管理費用の削減や、更新・建替え費用の平

準化を実現しなくてはなりません。  

そのためには、新庁舎の規模をコンパクトにし、かつデザインをシンプ

ルにして、建設及び維持管理（除排雪を含む）のコストを抑える必要があり

ます。  

 

 

 

 

 

国の財政措置を受け庁舎の建替えを実施します。 

新庁舎の立地場所は現庁舎の敷地内を基本とします。 

 

新庁舎はコンパクトな規模でシンプルなデザインとし、建設や

維持管理のコストを抑制します。 
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４ 各種計画との関連 

新庁舎建設に当たっては、本町が掲げる以下の計画の趣旨を踏まえて検

討を行い、計画との整合性を図っていくものとします。  

 

 

（１）第６次高畠町総合計画（H31.3 策定、計画期間：2019－2028） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高畠町都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ（R2.3 改訂、計画期間：R2～20 年間） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ライフステージ５  

基本目標１４  

 

 

基本目標１５  

 

ライフステージ７  

基本目標２１  

 

 

【施策１：安心な暮らしを支える公共インフラの

整備を進めます。】  

 

【施策１：地域ぐるみで災害に対応できる力を高

めます。】  

 

【施策２：効果的・効率的なエネルギー対策に取

り組みます。】  

 

 

第４章  

地域別構想  

 

【４－１高畠地区】  

【４－１－４地区のまちづくりの方針】  

 

○役場周辺は、高畠病院、町立図書館、文化ホール

等の公共施設が集積しており、公共施設を中心

とした町の行政・業務機能の拠点としてその機

能を維持し、新たに役場庁舎の建設を図ります。 
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（３）高畠町公共施設等総合管理計画（H28.3 策定、計画期間：H28～23 年間） 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）高畠町個別施設計画（H30.3 策定、計画期間：H30～21 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章  

適正管理に関する  

基本方針  

【建築物系施設】  

・保有する公共施設を、人口減や人口構造の変化を

見据え縮減します。  

・新規の施設整備事業については、単独施設の新規

整備備は行わず、施設の複合化、集約化、廃止、

統合を基本とします。  

・廃止した施設で売却、貸付等が見込めず、周辺の

環境や治安に悪影響を与えないよう、除却を基本

とします。  

・施設によって既に策定されている「長寿命化計画」

は、当計画との整合性を図り、適宜見直しを行い

ます。  

 

第８章  

行政系施設の  

個別施設計画  

（庁舎）  

【対策の方向性】  

１．基本情報の把握  

築 51 年で老朽化が進んでいます。  

２．施設の現況評価（１次評価）  

  施設の現状を明らかにするために、「安全性」「機

能性」「環境性」「経済性」の分析に資する基礎

情報を収集、整理した上で、施設の方向性を検

討する。  

  庁舎の方向性は改廃  

３．施設の現況評価（２次評価）  

  基本方針の検討にあたって「制作優先度を評価

する。  

  庁舎の優先度は「高い」  

４．基本方針  

庁舎の基本方針は「建替え再整備」と判断しま

した。  

５．施設の整備手法と実施時期  

  役場庁舎を含む周辺施設一帯の適正配置を検討

するため、2020 年に予備調査を行い、2021 年

から 2022 年にかけて基本構想の策定を行いま

す。  

なお、当面は施設の整備手法を「維持管理の効

率化」とします。  
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第４章 基本理念と基本方針 

 

１ 基本理念 

  

 

新庁舎建設にあたっては、大規模地震の際に防災拠点施設として機能が発揮で

きる耐震性能を備え、町民の安全・安心を確保し、来庁者の利便性及び職員の業

務効率の向上等による質の高いサービス提供ができる、機能的な庁舎を目指しま

す。 

また、持続可能な行財政運営を推進するため、効率的で経済的な庁舎建設を目

指します。 

 

２ 基本方針 

基本理念を具現化するため、基本方針を次のように定め、この基本方針に沿っ

た機能の導入を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町
民
に
寄
り
添
っ
た
環
境
に
や
さ
し
い
、
安
全
・
安
心
な
庁
舎 

【基本方針１】  

 防災拠点として安全・安心な庁舎 

【基本方針２】  

 町民にやさしく誰もが利用しやすい庁舎 

【基本方針３】  

 将来を見越した効率的で経済的な庁舎 

【基本方針４】  

 地球環境にやさしい庁舎 

【基本方針５】  

 温かみがあり町民に親しまれる庁舎 

町民に寄り添った環境にやさしい、安全・安心な庁舎 
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（１）防災拠点として安全・安心な庁舎 

   

大規模な地震が発生した際にも業務の継続が可能で、復旧復興活動を迅速に

行うことのできる耐震性と機能を持つとともに、水害等に対する対応機能も備

えた、災害に強い防災拠点施設となる庁舎を目指します。 

また、重要な行政情報や膨大な個人情報を守るため、庁舎内への不正侵入や

個人情報の流出を防ぐ、セキュリティの高い庁舎を目指します。 

 

 

（２）町民にやさしく誰もが利用しやすい庁舎 

 

窓口のレイアウトやカウンターを、わかりやすい配置と表示にすると共に、

プライバシーにも配慮するなど、町民の視点に立った庁舎とします。 

また、ユニバーサルデザインの考え方を基本とし、年齢や障がいの有無にか

かわらず、誰もが利用しやすい庁舎とします。 

 

 

（３）将来を見越した効率的で経済的な庁舎 

 

耐久性やメンテナンス性を考慮した部材や設備を導入するなど、費用対効果

を見据えた効率的で経済的なつくりの庁舎とします。 

また、将来の行政需要の変化や職員の増減にも柔軟に対応できるような執務

空間とし、会議室等についても効率的な利用ができるよう配置します。 

 

 

（４）地球環境にやさしい庁舎 

 

地球環境を考慮し、太陽光などの自然エネルギーの活用を図るとともに、省

エネルギー、創エネルギー設備を導入するなど、環境負荷の低減に配慮した地

球環境にやさしい庁舎を目指します。 

 

 

（５）温かみがあり町民に親しまれる庁舎 

 

町民が交流やふれあいを目的として利用できる会議室や町民スペースを備え

ると共に、地場産木材を内装等に取り入れるなど、町民に親しまれ温かみのあ

る庁舎を目指します。 
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第５章 新庁舎に必要な機能 

 

１ 防災・セキュリティ対策 

 

 （１）耐震構造の導入 

災害対策の拠点となる庁舎には、大規模な地震が発生しても、人命の安全

確保に加えて、復旧復興活動を迅速に行える機能を確保する必要があります。 

そのため、本町で想定される地震の規模や庁舎が保持すべき耐震性能と維

持コストなどを比較検討し、国土交通省が定める「官庁施設の総合耐震・対

津波計画基準」（平成２５年度版）の指針に沿った耐震性の高い庁舎とし、震

災直後でも防災拠点施設としての業務機能を維持します。 

 

 （２）災害時の機動性の確保 

災害時には、災害対策本部を核として情報収集等を図る必要があるため、

各部署が適切に連携できるよう、配置や防災機器、情報伝達機器の集約を図

ります。 

 

 （３）非常用発電設備の設置 

停電時の電力確保のため、非常用発電設備を設置します。 

また、災害対策本部や災害時に活動する諸室の電源設備は一般電源と系統

を分け、優先して電源確保ができるようにします。 

 

 （４）水害に対する対策 

高畠町防災マップ（平成２８年作製）によれば、庁舎建設地は大雨時等の

河川洪水による浸水の可能性が低い地域にありますが、万一の可能性を考慮

し、災害対策本部の設置場所やサーバー室は、建物の上層階に設けます。 

また、非常用発電設備は、浸水の被害を受けない構造とします。 

  

（５）セキュリティ対策 

全ての電子情報を包括的に保管し、あらゆる災害を想定して、個人情報を

はじめとした高畠町の情報資産を守っていくため、電子情報や情報資産を安

全に管理する仕組みを構築します。 

また、庁舎のセキュリティを確保する機能を導入します。 

 

 

２ 窓口エリア 

 

（１）利便性の高い窓口サービスの構築 

来庁者の利便性向上のため、窓口機能は来庁者にとって移動しやすい配置
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とし、案内機能は全ての来庁者に分かりやすい表示とします。 

さらに、窓口で手続きを待つ来庁者のため、待合スペースの拡充を図りま

す。 

 

（２）プライバシーに配慮した相談室の配置 

来庁者のプライバシーを確保するため、個別対応を必要とする窓口に関し

ては相談室を設置します。 

また、カウンター等には、必要に応じて間仕切り等を設置します。 

 

 

３ ユニバーサルデザイン※ 

 

   ※ユニバーサルデザインとは、「すべての人のためのデザイン」を意味し、 

     年齢や障がいの有無にかかわらず、最初からできるだけ多くの人が利用 

     可能であるようにデザインすること。 

 

 

 （１）ゆとりある通路等 

来庁者が利用しやすいようにするため、十分な通路幅を確保するとともに

誘導ブロックや手摺を設置し、通路等に段差が生じないような構造とします。 

また、エレベーターは、ベビーカーや車いす利用者にも対応するため、ゆ

とりのある大きさとします。  

 

 （２）分かりやすい案内表示 

案内表示板等の主な表記を多言語表示するとともに、ピクトグラム※や点

字表示などを導入し、来庁者が分かりやすい案内表示や配色とします。 

また、設置場所についても来庁者の視線や動線に配慮します。  

 

※ピクトグラムとは、非常口やトイレの表示に使われている絵文字などのこと。 

 

 

 （３）多目的トイレの設置 

車いす利用者、オストメイト使用者、高齢者、乳幼児連れ等の来庁者が使

いやすい多目的トイレを、適所に設置します。  

 

 （４）キッズコーナー、授乳室、ベビーベットの設置 

乳幼児連れの来庁者が利用しやすいように、待合スペースの近くなどに大

人の目が届くキッズコーナーを設置します。  

また、授乳やオムツ替えのために授乳室等を設置します。  
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４ 地球環境にやさしく次世代につなぐ庁舎 

  

（１）環境にやさしい建物の実現 

  第２次高畠町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）において定めた、温

室効果ガス排出量の削減を図るため、敷地の緑化や風の取り込み、採光の工

夫等により自然のエネルギーを活用するとともに、外壁や窓などの断熱性能

の向上により、空調等の消費エネルギーを抑制します。  

また、省エネルギー・創エネルギー設備等、先進的な技術を費用対効果も

見据えながら導入し、かつ、その技術が有効に機能する庁舎を目指すため、

ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化についても検討を行います。  

 

 

※ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）とは、快適な室内環境を実現し

ながら、建物で消費する年間のエネルギーの収支をゼロにすることを目指し

た建物のことです。  

 

 

 

（２）耐久性やメンテナンス性を考慮した設備設計 

   長期的な運用の視点やランニングコスト低減を図るため、耐久性やメンテ

ナンス性、更新性を考慮した設備設計とします。  

 

（３）長寿命化に対応した建物 

維持管理や修繕・改善がしやすく、計画的な設備の更新にも配慮した建物

を構築します。  

 

 

５ 執務環境 

  

（１）効率的な執務空間 

職員が働きやすい執務環境とするため、必要なスペースを確保し、機能的

かつ効率的に行えるようレイアウトし、情報機器を適切に配置します。  

また、将来の行政需要の変化や職員の増減に柔軟に対応できるように、オ

ープンフロアを基本とします。  

さらに、文書等の保管スペースについては、適正規模及び適正数を配置す

ると共に、個人情報等の情報管理のため、原則として執務スペース内に来庁

者が立ち入れないようゾーニングします。  

 

 （２）会議室の適正な配置 

現在の利用状況を踏まえ、大小さまざまな会議に対応できるように、複数
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の会議室を設置します。  

また、大きな会議室は、利用の効率化を図るため、多目的に利用できるよ

う可動式の間仕切りで区画できるようにします。  

 

 （３）多目的に使用できるミーティングスペースの配置 

スペースの効率化を図るため、打合せのほか、休憩、食事等も可能なミー

ティングスペースを設置します。 

 

 

６ 町民スペース 

  

（１）町民ホールの設置 

待合スペース、企画展示、休憩など、町民が多目的に利用できる町民ホー

ルを設置します。 

 

 （２）効果的な情報コーナーの整備 

行政情報のほか、観光や特産物の情報等、高畠の魅力を発信するため、掲

示物やチラシ、情報モニターなどを設置したコーナーを整備します。  

 

 

７ 外構・駐車場 

  

（１）使いやすく多目的な駐車場 

現庁舎跡地も含め、止めやすい駐車幅を確保するとともに、冬期間でも十

分な駐車台数を確保します。  

また、車いす・ベビーカー等利用者のため、玄関の近くに車いす用駐車場

や思いやり駐車場を設置します。  

さらに、各種イベントでの使用や大規模災害時の一時避難スペースとして

の活用など、多目的に使用できるよう整備します。  

 

 （２）アクセスしやすいアプローチ計画 

駐車場から庁舎への歩行者の動線は、車両動線との交差を避け、安全に配

慮します。  

また、周辺公共施設へのアクセスについても、配慮した整備を図ります。 

 

 

８ 周辺環境への配慮 

  

（１）周辺環境を踏まえた庁舎デザイン等の導入 

庁舎用途にふさわしい外観とし、機能的かつシンプルなデザインとします。 
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また、構内を緑化し、町民の憩いの場を形成します。 

 

 （２）地場産木材による内装等の採用 

町民に親しまれる庁舎とするため、内装等には地場産木材を取り入れます。 

 

 

９ 議場 

  

（１）傍聴しやすい開かれた議会の整備 

傍聴席へのアクセスは、障がい者や高齢者等も入室しやすい動線を設けま

す。  

また、開放的で見やすく聞きやすい傍聴環境を整備します。  

  

（２）機能的な議場及び議会諸室の整備 

円滑な議会運営ができるよう、機能性に配慮した議場及び議会諸室を適正

な規模で配置します。  

また、閉会中の議場の有効活用を検討します。  

 

 

１０ 中央公民館機能 

 

町民の方々に親しまれる庁舎とするため、生涯学習の拠点と大規模災害時

の一時避難所機能を兼ね備えた中央公民館機能を附帯し、休日や夜間も利用

出来る会議室や研修室を設けます。  
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第６章 新庁舎の施設計画 

 

１ 敷地概要 

 

 （１）用途地域・法的制限 

 

建 設 地 高畠町大字高畠 436 番地 外  

敷 地 面 積 34,277.96 ㎡  

用 途 地 域 第 1 種住居地域  建ぺい率  60％  容積率  200％  

 

日 影 規 制 
〈適用対象地域〉  

高さ１０ｍを超える建築物は、敷地境界線から５ｍ

を超え１０ｍ以内の範囲において、一定時間以上（５

時間）の日影を生じさせるものは制限を受ける。  

そ の 他 地区 等 都市計画区域、上水道区域、下水道区域  

 

 

 （２）その他配慮すべき事項 

   ①気候 

本町の気候は、内陸型盆地特有の気候であり、夏期と冬期の気温差が大

きい。また、降水量は夏期に小雨、冬期に多雪という典型的な日本海型の気

候です。  

年間降水量は 1235 ㎜、平均最大積雪深は 84 ㎝であり、雪の多い地域で

す。  

※出典：降水量は気象庁アメダス観測値  統計期間： 1981 年～ 2010 年  

平均最大積雪深は高畠消防署 2013 年～ 2019 年観測統計  

  

   ②浸水対策 

「高畠町防災マップ」（平成 28 年）では、建設地は浸水の可能性が低い地

域となっていますが、新庁舎建設に当たっては最新の浸水想定区域データ

を用いて対策を進めていくものとします。  

 

 ③防災無線アンテナ等  

防災無線アンテナや消防無線アンテナとの位置関係に考慮し、通信障害

が発生しないよう配慮します。  

また、避雷針やＴＶアンテナ等の設置場所にも、配慮が必要となります。  
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２ 建築の計画概要 

 

 （１）施設規模 

 

新庁舎の目標面積 5,200 ㎡ （現本庁舎面積 6,036 ㎡） 

                 ※現本庁舎面積には中央公民館の面積を含む。  

   ①必要な庁舎面積及び階層 

他自治体の事例や当町の考え方などをまとめながら、庁舎建設の面積算

定基準として一般的な総務省基準や国土交通省基準による必要な庁舎面積

も比較検討したうえで算出した庁舎面積は、次のとおりとします。 

また、町民スペースは、それぞれの基準となる面積の８％程度を予定し

ます。 

 

    Ⅰ．国土交通省基準を基に算出した面積  約３，７００㎡ 

Ⅱ．中央公民館機能面積         約１，２００㎡ 

Ⅲ．町民スペース              約３００㎡ 

 

これらの結果、国土交通省基準を踏まえ、中央公民館機能や町民スペー

スを加味し、必要な庁舎面積は５，２００㎡にすることを目指します。 

また、建設中も現庁舎を使用すること、車庫等の既存建物との関係や災

害時の対応、さらに経済性などを考慮すると、上記の必要な庁舎面積を確保

するには、新庁舎の階層を３階建とすることが望ましいと判断しました。 

 
 

 （２）配置計画 

    

①配置計画における配慮事項 

・現庁舎を使いながらの建替えを前提とします。 

・敷地内の別建物（車庫、倉庫、広域消防署等）との配置関係に配慮しま

す。  

・隣接する施設（高畠病院、図書館、げんき館等）との連携に配慮した配

置とします。  

・工事期間中も駐車場を確保します。  

 

   ②動線計画における配慮事項 

・来庁者の利便性と安全性に配慮した動線とします。 

・駐車場から玄関までの動線に配慮します。  

・除雪作業における動線に配慮します。 
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③新庁舎の計画イメージ 

    ・配置計画の配慮事項を基に検討した結果、新庁舎の建設位置を現庁舎  

南側とします。  

以下にイメージを示します。  

 

 

（３）平面計画 

   

①各階平面計画の基本的な考え方 

 敷地形状、接続道路、採光、通風、職員数及び各動線等に配慮したうえで、  

 本計画第５章「新庁舎に必要な機能」を満たした平面計画とします。  

   

②窓口エリアの基本的な考え方 

・来庁者のプライバシーを確保します。 

・１階の窓口及び待合スペースは南側に配置し、待合環境に配慮した計画と  

します。 
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  ③執務エリアの基本的な考え方 

・新庁舎の全体面積抑制方針により効率的なレイアウトにします。  

・見通しのよい執務、安全性に配慮します。  

・オープンフロアを基本とし、執務スペースの環境向上や町民サービスを低

下させないレイアウトとします。  

 

 

（４）立面計画 

 

  ○立面計画の基本的な考え方 

・シンプルで親しみやすい計画とします。 

・南側は、自然採光が十分に採りこめる計画とします。  

・冬期の西風に配慮し、西側には必要最小限の開口部以外は設けない計画

とします。 

   ・町の気候風土、ランニングコスト、メンテナンスを考慮して、シンプル    

な構造の立面計画とします。  
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３ 構造計画の基本方針 

  

（１）耐震性能 

役場庁舎は、町民の生命と財産を守るため、災害対策の拠点として総合的

な安全性を確保する必要があります。  

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（平成２５年度版）」では、官庁施

設として必要な耐震性能について、施設の性質に応じて建物の耐震安全性の

目標が定められています。  

当町の新庁舎は、防災・災害復興の拠点施設として重要な施設であること

から、最高水準の安全性（Ⅰ類・A 類・甲類）を確保した庁舎とします。  

 

 

〈耐震安全性の分類・目標〉  

 

部  位  分 類  耐震安全性の目標  

構造体 

 

（梁、柱、床壁

など建物に 加

わる力を支え

る部位）  

Ⅰ類  

大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を

使用できることを目標とし、人命の安全確保に加えて

十分な機能確保が図られている。  

Ⅱ類  

大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建

築物を使用できることを目標とし、人命の安全確保に

加えて十分な機能確保が図られている。  

Ⅲ類  

大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが建

築物全体の耐力の低下は著しくないことを目標とし、

人命の安全確保が図られている。  

建築非構造部

材 

 

（屋根、外 壁

天井、内装材

など構造体に

取り付ける部

材）  

Ａ類  

大地震動後、災害応急対策活動等を円滑に行ううえ

又は危険物の管理のうえで支障となる建築非構造部材

の損傷、移動等が発生しないことを目標とし、人命の安

全確保に加えて、十分な機能確保が図られるもの。  

Ｂ類  

大地震動後により建築非構造部材の損傷、移動等が

発生する場合でも、人命の安全確保及び二次災害の防

止が図られるもの  

建築設備 

 

（電気、通信、

給排水、消火、

空調など建物

に付帯する設

備）  

甲類  

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が

図られているとともに、大きな補修をすることなく、必

要な設備機能を相当期間継続できるもの  

乙類  
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が

図られているもの  



第６章 新庁舎の施設計画                                

                                            

24 

 

（２）構造種別の比較 

   新庁舎の構造種別は、敷地状況や想定規模等を踏まえ、安全性、機能性、

耐久性、施工性、経済性等を考慮し、鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）を中心

に検討します。  

 

〈構造比較表〉  

 

区  分  
木 造  

（W 造）  

鉄骨造  

（S 造）  

鉄筋コンクリー

ト造（RC 造）  

鉄骨鉄筋コンクリ

ート造（SRC）  

概  要  

木材や木質再構

成材によって部材

を作り、骨組みを

構成する構造。  

金具で各部材を

接合する工法が多

い。  

型鋼や鋼管など

の構造用鋼材を、

工場で柱や梁など

の構造部材に加工

し、現場に搬入し

て組み立てる構造

である。  

柱、梁、床、壁な

どの鉄筋を組み立

て、型枠で部材の

周囲を囲った後、

コンクリートを流

し込んで形成する

構造。  

部材をあらかじ

め工場で作ったプ

レキャストコンク

リートを現場で組

み立てる工法を用

いることもある。  

鉄筋コンクリー

トと鉄骨を組み合

わせ、双方の長所

を生かす構造。  

高階層に用いら

れることが多い。  

長  所  

・部材の強度が高

く軽量なため、

基礎部分のコス

ト低減が可能  

・部材の強度が高

く軽量なため、

柱間隔を広くで

き、基礎部分の

コスト低減が可

能  

・間取りの自由度

が高い  

・耐火性、耐久性

が比較的高い  

・壁構造では、遮

音性が比較的高

い  

・型枠の作り方に

より、自由な形

状・表現ができ

る。  

・耐火性、耐久性

が比較的高い  

・耐力や変形性能

が大きく耐震性

能に優れている  

短  所  

・地域によって流

通 経 路 が 異 な

り、安定した材

料確保が課題  

・階数や規模によ

っては耐火建築

物にするなどの

対策が必要でコ

ストが割高  

・シロアリや腐朽

対策が必要  

・火災などによる

温度上昇により

材料の強度が低

下する  

・鋼材が腐食する

ため、防錆処理

が必要  

・重量が比較的大

きい  

・柱間隔がそれほ

ど広く取れない  

・現場でコンクリ

ート打ちをする

場合、作業する

職種と人員が多

い  

・鉄骨と鉄筋コン

クリート双方の

工事が必要とな

り、現場で作業

する職種と人員

が多い  

・工期が比較的長  

 い  

・躯体工事のコス

トが割高  

耐  用  

年  数  
２４年  ３８年  ５０年  ５０年  
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（３）構造形式の比較 

防災・災害復興の拠点施設としての耐震性を確保するための構造形式とし

て、「耐震構造」、「制振構造」、「免震構造」が挙げられますが、建設規模、建

設工期、建設費用、維持管理コスト等を総合的に勘案し、耐震構造を基本に

検討します。  

 

〈耐震・制振・免震構造の比較〉  

 

項目  

耐震構造  

（揺れに耐える構造）  

制振構造  

（揺れを吸収する構造）  

免震構造  

（揺れを建物に伝えない

構造）  

概要  

 

地震の力に対し、柱、

梁、壁といった構造体を

堅牢にして耐える構造  

 

躯体に制振装置（ダン

パー）を組み込み、建物

に伝わった地震の揺れを

吸収、制御する構造  

 

建物と基礎との間に免

震装置（積層ゴム等）を

設置し、建物に地震の揺

れを直接伝えない構造  

長所  

 

・一般的な工法  

・比較的低コストで耐震

性能が得られる  

 

・制振部材にて地震エネ

ルギーを吸収して柱・

梁の損傷を抑える  

・耐震構造に比べ、補修

や復旧対応は低減され

る  

 

・耐震、制振構造と比較

すると突出した耐震性

能を持つ  

・大地震後でも損傷が少

なく、補修や復旧対応

は少ない  

短所  

 

・地震の揺れを直接受け

るため、家具や天井な

どの転倒や落下対策が

必要  

・地震後（特に大地震時）

には補修や復旧対応が

生じる  

 

・地震の揺れを受けるた

め、家具や天井などの

転倒や落下対策が必要  

・地震により制振装置が

損傷する場合がある  

 

・地震時に建物が動くた

め、建物周りにスペー

スが必要  

・耐震構造に比べ、設計、

工事期間は長く必要  

・横揺れには効果を発揮

するが、縦揺れには効

果が発揮されにくい  

・専門業者による定期点

検が必要  
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第７章 新庁舎の事業計画 

 

１ 事業手法 

 

（１）事業手法の特徴 

新庁舎の主な事業手法については、従来方式（設計・施工分離発注方式）、

デザインビルド方式（設計・施工一括発注方式）、ＥＣＩ方式（技術協力・施

工方式）、ＰＦＩ方式（民間主導方式）が挙げられます。  

それぞれの手法の特徴は、次のとおりです。  

 

区 分  従来方式  
デザインビルド

方式  
ＥＣＩ方式  ＰＦＩ方式  

概 要  

 

設計と施工をそ

れぞれの段階で個

別に選定・発注す

る方式  

 

設計と施工を一

括して応募企業に

発注する方式  

 

設計段階から施

工の実施を前提に

施工者が参画し技

術協力を行なう方

式  

 

ＰＦＩ法に基づ

き民間業者が公共

施設の設計、施

工、維持管理の業

務を行なう方式  

長 所  

 

業務範囲や内容

が明確で取り組み

やすい  

一般的な手法で

あり、発注手続き

をスムーズに行な

うことができる  

発注者直営の為

リスクは小さく町

民の信頼性も高い  

 

一括発注するこ

とで発注事務の時

間短縮を図ること

ができる  

設計意図を工事

へ反映しやすい  

得意な施工技術

を活かした設計が

可能でありコスト

削減にも繋がる  

 

設計に施工者の

技術提案が反映さ

れるためコスト削

減、工期短縮が図

られる  

種々の代替案が

検討可能  

設計変更発生リ

スクの減少  

 

民間が資金調達

を行い、町はサー

ビスの対価として

割賦方式で費用を

支出することで支

出の平準化が図ら

れる  

民間事業者のノ

ウハウや創意工夫

を活用しやすい  

短 所  

 

各段階で入札な

どの事務手続きが

発生する  

設計、施工、管

理の一体性がな

く、それぞれのノ

ウハウが活かされ

にくい  

 

受注可能な施工

者が限られる  

詳細な仕様、性

能の設定が難し

く、発注者が期待

する品質確保がで

きるか不確実  

第三者による設

計･施工管理が必

要  

 

導入している事

例が少なく、受注

可能な施工者が限

定される  

発注者に高い調

整能力が求められ

る  

設計者の考えと

施工予定者の技術

提案に相違がある

場合、施工者の再

選定が必要  

 

ＰＦＩ法に基づ

く事前の事業可能

性調査が必要で、

作業に多くの時間

と多額の費用を要

する  

準備作業に相当

の時間と費用をか

けてもＰＦＩ事業

者の参入が不確実  
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（２）事業手法の選定 

事業手法については、以下の理由から「従来方式（設計・施工分離発注

方）」を基本とします。  

 

①従来方式については、複数回の入札事務が必要になり、設計、施工、

管理に一体性がなくノウハウが活かされにくいが、一般的な手法であ

り業務内容が明確で分かりやすく、受注可能な施工者も比較的多いた

め、スムーズな事業推進が可能である  

②デザインビルド方式及びＥＣＩ方式については、施工者の技術力が活

かされコスト削減や工期短縮が期待できるが、導入事例が少なく受注

可能な施工者が限られ、第三者による設計及び施工管理が必要とな

り、それに伴う費用の増大が見込まれるなど課題が多い  

③ＰＦＩ方式については、事業可能性調査に多くの時間と費用を要する

上、ＰＦＩ事業者の参入も不確実である  

 

（３）設計者選定手法の比較 

庁舎建設の事業手法として従来方式（設計・施工分離発注方式）を基本

とする場合、設計者選定手法については、主に以下のような手法が挙げら  

れます。  

 

区 分  競争入札方式  プロポーザル方式  コンペ方式  

審査項目  価 格  技 術  設 計  

概 要  

 

技術的な工夫の余

地が少なく事前に仕

様を確定させ、入札

により一番安価な設

計者を選定する手法  

 

 

技術提案を審査し

評価の最も高い設計

者を選定する手法  

 

具体的な設計案を

審査し、評価の最も

高い設計案を選定す

る手法  

特 徴  

 

金額に対する評価

であるため、判定基

準が明確設計者の技

術力を評価するもの

ではない  

仕様内容を確定さ

せているため、町民

意見等を反映した設

計変更が困難  

 

設計者の考え方を

評価する手法であり

判定基準を明確にす

る必要がある  

設計者の技術力等

を活用することがで

きる   

町民意見等を反映

した設計変更に対す

る自由度が確保され

る  

 

 

設計案を評価する

手法であるため、判

定基準が明確  

設計者の技術力等

を活用することがで

きる  

設計案を評価対象

としているため、設

計変更が困難  
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（４）設計者選定手法の検討 

設計者の選定手法については、基本計画で示す諸条件を的確に把握し、

コスト縮減に配慮しながら、町民、行政、議会の意見･要望に柔軟に対応す

ることができる設計者を選定する必要があることから、以下の理由により

「プロポーザル方式」を基本とします。  

 

①プロポーザル方式は、技術提案に対する判定基準の設定が難しい一

方、設計者の創造力や確かな技術力、専門家としての豊かなノウハウ

を活用でき、かつ町民等の意見を反映させた設計が可能であること。  

②競争入札方式やコンペ方式は、判定基準が明確である一方、金額や設

計案によって設計者が決定されるため、町民意見等を反映させること

が困難であること。  

 

 

２ 新庁舎建設スケジュール 

 

新庁舎建設のスケジュールについては、国の支援制度の期限である令和２

年度中に、新庁舎建設工事基本・実施設計業務を契約し、着手する必要があ

ります。  

また、事業費の財源確保を踏まえるとスケジュールは以下のようになりま

す。  

新庁舎建設工事は、令和５年度から約２カ年を見込み、令和７年５月頃の

供用開始を目指します。  

新庁舎へ移転後、現庁舎の解体と外構工事を完成させる計画です。  

 

 

 

区　　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

基本計画

基本・実施設計

用地取得

用地造成

本体工事

解体・外構工事
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３ 概算事業費等 

 

 （１）概算事業費内訳 

 

単位：千円  

ＮＯ  区   分  計  

１  

 

２  

 

３  

 

４  

 

５  

 

６  

 

７  

 

８  

発注者支援業務  

 

基礎調査業務等（測量・地盤調査外）  

 

用地取得費等  

 

同上造成費  

 

基本設計＋実施設計  

 

工事費（付帯整備共）  

 

既存庁舎等解体＋外構工事  

 

その他（備品費・移転費外）  

 

12,000 

 

40,000 

 

76,000 

 

50,000 

 

200,000 

 

3,050,000 

 

450,000 

 

122,000 

 計  4,000,000 

 

①概算事業費について  

・この基本計画書に基づき算出していますが、施設や施工条件により増減が  

生じる可能性があります。  

・近傍同種の庁舎建設工事実績ベースを参考に工事費を算出しておりますが   

将来の物価または労務単価の変動により、増減する可能性があります。  

 

②現庁舎等の解体費について  

・学校施設の解体費等を参考に工事費を算出していますが、アスベスト調査  

結果等により増減する可能性があります。  
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 （２）市町村役場機能緊急保全事業 

 

＜対象事業＞  

・昭和５６年の新耐震基準導入前に建設され、耐震化が未実施の市町村の  

本庁舎の建て替え事業  

 

 

＜充当率・元利償還金に対する交付税措置＞  

 

庁舎建て替え事業費  

起債対象経費   

 

 

 

 

 

 

交付税措

置対象分

の３０％

を地方交

付税措置  

 

 

 市町村役場機能緊急保全事業  

（充当率：９０％）  

交付税措置対象分  

（起債対象経費の７５％）  

  

一般財源  

（基金活用

が基本）  

 

一般単独事

業債を充当

（充当率：

７５％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


